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        はじめに

        　私達は、毎日の生活をしていく上で、必ずごみを排出している。環境省のホームページをみると、家庭から毎日排出されるごみの重量の約２～３割、容積で約６割を容器包装廃棄物が占めると記述されている。

        　いつの頃から日本人は、このような消費行動に変化したのだろうか。高度経済成長期に「消費は美徳」の概念が生まれ、大量生産・大量消費・大量廃棄の構図の中で、私達は、本当には必要でないものまでも購入したり、むやみに捨てたりしてはいないだろうか。これらのごみは着実に増え続け、貴重な多額の税金で処理されている実態にある。

        　このような社会的背景を受け、２０００年に容器包装リサイクル法（以下「容リ法」と略す）が完全施行（紙製容器包装、プラスチック製容器包装）された。その後、「容リ法」は、２００６年6月に改正法が成立し、２００７年４月に本施行、翌２００８年４月に完全施行（事業者から市町村に資金を拠出する仕組みなど）となった。本法律は、２００６年の法改正の際、国会の付帯決議より５年後に再見直しが議決されていた。その５年後とは、昨年の２０１１年に当たるが、１年以上経過した現在になっても何の動きもない。

        　昨年は、３月にあの未曾有の東日本大震災が発生し、更には東京電力福島第一原子力発電所事故並びに政治の混迷もあり、残念ながら同法に対する国民的関心は極めて希薄になっている。

        　そこで私達は、このような社会的環境面などを直視しながら、当面している「容リ法」の問題点と、あるべき将来展望を見据えて分析を試みた。具体的には、「容リ法」そのものの沿革、体系をはじめとして、自治体の取り組みや消費者の取り組みに焦点をあて、事業所などで排出される事業系プラッチックごみの行方にも触れてみた。また、諸外国の実情についても参考にしながら、わが国における当該施策の今後の課題や提言などについても触れて見た。

        　近年、「容リ法」だけでなく、「家電リサイクル法」、「建設リサイクル法」など多くのリサイクル関連法が生まれている。しかし、リサイクルされるという安心感から消費者の大量廃棄を促し、事業者は安易に使い捨て容器を増加させる結果になってはいないか、などの疑問も上がっている。

        　最後に、今回の私達のこれらに関する提言や課題は、将来に亘っての必ずしも絶対的要件ではなく、今後あらゆる視点から更なる議論、検討されるべきものとの前提での分析であることを申し添えたい。
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        第１章　容器包装リサイクル法　

        
            １．「容リ法」の沿革と取り巻く環境

            　１９８０年代に地球環境問題が表面化し廃棄物の抑制は先進国共通の課題であった。それまでの「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（１９７０年制定）では廃棄物の抑制やリサイクル促進といった時代の要請に十分なものではなく、同法は１９９１年に改正され、国民の責務、事業者の責務、国と地方公共団体の責務が定められ、汚染者負担の原則が打ち出された。つまり、一般廃棄物は区市町村施設での責任処理を、産業廃棄物については事業者の責任処理が規定された。

            　さらに１９９３年には「環境基本法」が施行され、この中で環境の保全についての基本理念が定められ、改めて国、地方公共団体、事業者及び国民の責務を明らかにすると共に、環境の保全に関する政策を推進し、人間の健康が保護される生活環境と自然環境が保全されることにより、併せて生物の多様性が図れるよう自然環境が体系的に保全されることを指針として廃棄物処理の根源となる法として規定された。　

            　一方、２０００年には環境基本法の理念に則り、「循環型社会形成推進基本法」が制定され、『循環型社会』の概念が示された。将来的資源の枯渇や資源利用の制約への対応として、製造時の資源消費の抑制、適正な循環的利用の推進、適正な処分が確保されることでの天然資源の消費抑制、環境への負荷の低減が定められた。

            　『循環型社会』を構築するためには、出来るだけ環境への負荷が少なく持続的発展が可能な社会を目指すことが必要とされ、「循環型社会形成推進基本法」をはじめとして、「容リ法」など一連の廃棄物・リサイクル関連法が整備体系化されるようになった。これら各法は時代の要請に応えるべく誕生し、上位法から相互に補完連携し合って有効に形成されている。

            　１９９５年（平成７年）、家庭から一般廃棄物として排出される容器包装廃棄物のリサイクルシステムを構築する考えの基に制定された「容リ法」は、１９９７年（平成９年）に一部（びん、缶、ＰＥＴボトルなど）施行、２０００年（平成１２年）に完全施行（紙製容器包装、プラスチック製容器包装）となった。２００６年に改正「容リ法」が成立したが、自民党政権下であり、その後２００９年（平成２１年）の政権交代後は大きな動きをしておらず、当時の民主党の政権公約マニフェストを改めて読み直しても何等当該事項には触れられていない。東日本大震災後１年以上経った現在でも、原発事故を契機とする電力不足問題やエネルギー問題に国民的関心が移行し、容器包装リサイクルは話題性に欠けるというのが実態である。

            　さて、「容リ法」は、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、環境省の主管５省が主管する所謂、タテ割り行政の典型となっており、どの省が真の主管なのか、それぞれの権利だけが主張され、組織的責任が不明確となるきらいがある。

            　また、「容リ法」の指定法人という位置付けにある（財）日本容器包装リサイクル協会（以下容リ協と略す）は市町村と契約しリサイクル事業者を入札選定する一方、自治体が収集した容器包装類は、落札した大手企業が費用をもらって引き取る構図となっており、市町村も事業者も容リ協にお任せの仕組みになっている。関係省庁のホームページを見ても最新の公開データはほとんどなく、定量的な数字は全て古いデータとなっているのが現状である。

            　

        
        
            ２．「容リ法」の特色

            　この法律の特色は、循環型社会形成の推進を図りながら、市町村などの各主体との関係を明確にし、法大系の確立を図る狙いをポイントとしている。具体的には、『拡大生産者責任』の考え方の導入と市町村などの各主体の役割分担をどのように規定するかである。

            
                （１）新しい概念としての『拡大生産者責任』の導入

                　本来一般廃棄物の排出処理は、国から市町村に対して任された責任業務であり、市町村は衛生面の確保使命からこれら業務の履行に責任を持っている。しかしながら、従来型の行政主体のごみ処理形態は新しい循環型社会形成の推進を図るためには、その対応に限界が生じてきたのである。

                　「容リ法」では消費者・市町村・事業者の三者の役割分担と協働という運用システムの中で、新しい概念の導入により法の枠組みが構築されるようになっている。

                ①消費者・市町村・事業者は各々の廃棄物処理責任を役割分担するパートナーシップの関係で成り立っている。消費者は分別排出、市町村は分別回収、事業者にはリサイクルの役割分担を決め、三者が一体となって容器包装廃棄物の削減に取り組むことを義務づけた。

                ②従来は市町村だけが全面的に責任を担っていた容器包装廃棄物の処理を役割分担することにより、行政の処理費用負担の軽減と脱却を図ることも狙いとしている。

                これにはいたずらに社会的費用が増加しないことが要件となっており、循環型社会構築の基本要素である天然資源の節約使用や廃棄物の発生抑制・排出抑制が構成要件となっている。

                【図－１】循環型社会の概念（環境省資料）

                「環境基本法」を上位法として一連の廃棄物・リサイクル関連法が整備体系化されたが、その中に個別物品の特性に応じたリサイクル法として「容リ法」が制定・施行された。

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                【図－２】循環型社会形成の為の法体系（環境省資料）

                

            
            
                （２）「容リ法」の各主体の枠組み

                　「容リ法」における各主体の役割分担は次のように規定されている。

                ①消費者の役割（分別排出）

                消費者は、市町村が定める分別ルールに従ってごみを排出することが求められている。

                ②市町村の役割（分別収集）

                家庭から排出される容器包装廃棄物を分別収集し、リサイクルを行う事業者に引き渡す。

                ③事業者の役割（リサイクル）

                事業者はその事業において用いた、又は、製造・輸入した量の容器包装について、リサイクルを行う義務を負う。

                その関係を示せば次の通りである。

                ④「容リ協」の役割

                　「容リ協」は再商品化引き受け委託業務を行う唯一の指定法人としての運営団体である。容器包装の利用・製造を行う事業者はその量に応じて、「容リ協」に対し委託料金を支払うことで、自らの再商品化義務を委託履行しているにすぎない。その際、実際に再商品化業務を行うのは、特定事業者である。

                　

            
        
        
            ３．「容リ法」の現状と問題点　

            
                （１）「容器・包装」の定義と市民感覚の乖離

                　「容リ法」の仕組みは、簡単にいえば消費者が分別排出、市町村が分別収集、事業者がリサイクルするという流れであり、この事業者のリサイクル義務とは、容器の製造事業者および容器包装を用いて中身の商品を販売する事業者が再商品化（リサイクル）することを意味している。即ち、三者の役割分担を決め、三者が一体となって容器包装廃棄物の削減に取り組むことを義務づけている。これにより廃棄物を減らせば経済的なメリットが、逆に廃棄物を増やせば経済的なデメリットが生ずることになるが、これは建前の話であって実際的なリサイクル費用の約７割は自治体が負担する収集・分別・保管のための費用といわれる。

                （ア）生活実態と乖離し分別の分かり難い「対象外商品」区分

                　消費者には市町村が定める分別排出ルールに従いゴミを排出することが求められているが、このルールは各市町村独自のものになっており、引越しなどで転居の際はその都度自分の住まいの区役所などに確認をする必要があって非常に不便を感じる。

                　一例として、仙台市民全世帯に配布された仙台市環境局作成の『資源とごみの分けかた・出し方（２３年度版）』の中のプラスチック製容器包装（Ｐ８～Ｐ９）によれば、次のように書かれている。

                　

                　市民感覚としてはなぜ素材別収集にならないのか疑問な内容であり馴染まない面がある。

                　そもそも「分別の仕方が分かり難い」ことが大きな問題である。因みに容器包装の定義によれば次のようになっており、分別する消費者にとって同じ材質なのに、なぜ使い捨て商品（ラップなど）やサービス品（クリーニングの袋など）が対象外なのか理解し難い現状である。

                　「容リ法」での規定は次の通りである。

                ①その中身が商品であること。よって、商品が中身でないモノ（例えば、手紙やダイレクトメールを入れた封筒、景品を入れた紙袋や箱、家庭で付した容器や包装など）は対象外。

                ②「商品」ではなく「役務（サービス）」の提供に使った場合（例えば、クリーニングの袋、レンタルビデオ店の貸出用袋、通販用の容器として用いた場合を除く宅配便の袋や箱）は対象外。

                ③中身商品と分離して不要にならない場合（例えば、日本人形のガラスケース、CDケース、楽器やカメラのケース）は対象外。

                　クリーニングの袋は不要だとして店頭で引き取りを要求しても、それも受け付けてもらえない場合が多いため、プラスチックの袋にも関わらず一般の家庭ごみとして焼却するしかない。このような生活実態と乖離した例は他にも少なからずある。東北６県を中心に市民全世帯に配布されたごみ回収カレンダーを比較したが、「容リ法」に関する説明が全くない自治体がほとんどであった。消費者の生活実態と乖離したことを理解させる説明文をごみ回収カレンダーに盛り込むことが自治体側としても難しかったことが伺える。しかし、そのような内容について全ての消費者が実行するのは、もっと難しいことであるといえる。

                　また、リサイクルにとって異物混入は厳禁であるが、昨年、当支部で見学会を行った仙台市指定のリサイクル工場では、多くの作業員がコンベア上を流れてくる多くの分別品から異物を排除するのに大変苦労していた。人手に頼る作業であり必要なコストも相当なものと思われ、これらを改善するためには消費者の理解と協力が不可欠であると同時に、素材別リサイクル方式の仕組みを構築し、分かりやすい分別方法を実現することが必要と考える。

                （イ）再商品化（リサイクル）の義務

                再商品化（リサイクル）の義務を負う事業者は特定事業者と呼ばれリサイクルの義務があるが、「容リ法」の解釈では小規模事業者をこれらの義務対象外としており、所謂、タダ乗り（フリー・ライダー）事業者が存在する。この対象外事業者は次の通りである。

                ①製造業など　売上高　２億４千万円以下且つ従業員数２０名以下。

                ②商業、サービス業　売上高　７千万円以下且つ従業員数５名以下。

                　また、建設業、運輸業、通信業、不動産業の業種で商品の製造、販売を行っていなければ対象外であるし、従業員数もパートやアルバイト、派遣社員などがどの企業も大勢在籍しており、これが解雇予告を必要としないものは対象外であり、期間従業員などの扱いも甘い基準で、法の抜け穴といわざるを得ない。実情は大量の商品を製造、販売していながら法の規制から逃れている企業が多いものと思われる。この規定が上記の「且」規程になっており、なぜ「又は」規程にしないのか疑問である。消費税にも小規模事業者優遇の規程があり税逃れが問題になっているが、「容リ法」においても同様な事象が発生している。

                　

            
            
                （２）不十分な発生抑制・排出抑制

                　リサイクル事業者の負担は約３割と言われており、残りの約７割が自治体（市町村）の負担、即ち、私達の税金で負担される仕組みとなっている。これでは事業者が製造段階で発生源を減らす努力やリターナブル容器を積極的に採用して生産することには後ろ向きにならざるを得ない。

                　一方、消費者においても税金で処理されるため、リターナブル容器を購入してごみ減量に務めても、家計の支出を減らすことにはならない矛盾点がある。

                　特定事業者はプラスチック容器包装の薄肉化や軽量化、さらには商品の量り売り、レジ袋の有料化等により排出抑制に務めていく必要があるし、消費者においても、例えば買い物に行く際にはマイバックを持参してレジ袋を貰わない、簡易包装の商品を選択する、リターナブル容器を積極的に使うなどして、ごみの排出抑制に務める必要がある。

                　但し、リターナブル容器は、使い捨てのワンウェイ容器より一般的に価格が高く、且つ持ち運びの際の不便さや手間などから敬遠されており、消費者が環境面から実践したくても行動に移せない実態がある。メーカーも売れなければ製造しなくなるのは当然であり、エコプロダクツ（環境配慮型商品）として地球環境への負荷を減らすことを目的として開発された商品であっても、価格や簡便さなどで、なかなか受け入れられないという現実もある。この意味で包括的な４R（Refuse 避ける）、（Reduce 減らす）、（Reuse再利用）、(Recycle　再資源化)の推進が必須である。

                　

            
            
                （３）資源化貧乏問題

                　最近「都市鉱山」などの名のもとに携帯電話の回収が行われている。これは使用済商品の資源化の一つであり、この場合回収コストより回収した資源価値が高価であれば魅力的な施策となり、優位性がある。

                　ところが「容リ法」の資源化は、再資源化（リサイクル）することによってごみ処理の約１．７倍の負担増となり、資源化に熱心な自治体はどこも財政負担が重い。つまり、真面目に取り組むところほど負担が多くなっている。まさに、資源化貧乏そのものであり、この問題の解決策としては、生産・販売段階での発生抑制が重要なカギと考える。

                　

            
            
                （４）大量リサイクル社会からの脱却

                　環境問題に関する世界的な関心から、ともするとリサイクルすることが万能のような社会的風潮が蔓延してきている。はたしてそのような現象は、好ましいことなのか。何度も述べているが、根本的にはコストの問題があるため、最近ではリデュース（Ｒｅｄuce 減らす）、リユース（Ｒｅuse 再利用）を促進するための法律を整備すべきとの考えが出て来ている。しかしながら、リユースで考えてみるとなかなか難しいのが現状である。事業者はワンウェイ商品を好んで生産・使用し、消費者も簡便性や価格から同じ方向である。戦後しばらくは、酒やビールびんなどはリユース（再利用）が当たり前であったはずなのに、今やワンウェイ商品が主体となっている。「慣れ」は恐ろしいものである。果たして、大量リサイクル社会からの脱却はできるのだろうか。最終的には、国民の選択となるが、政治主導の法的規制で方向性を示せるのかが問われている。

                　

            
            
                （５）東日本大震災と最終処分場制約への対応

                　最終処分場とは、不用品のリユース（再利用）、リサイクル（再資源化）が困難なものを処分するための施設のことであるが、ごみ処分場、ごみ埋め立て地、埋め立て処分場とも呼ばれている。なお、現在、社会的問題になっている放射性廃棄物は法律に基づき対象外である。

                　「容リ法」の指定法人である容リ協理事長は、就任時の挨拶（平成23年6月３０日付）で、最終処分場の残余年数が約１８年（平成７年度の同法施行時は８．５年→平成２１年度は１８．７年）に延命したのは「容リ法」の成果だと述べている。しかし、現実には東日本大震災の被災地やその周辺地域では、有史以来の瓦礫の山となっており、現在、処分場確保も至難の技という状況である。平成２１年度の古い数字を示すのみで、未曾有の震災という現実を無視した捉え方は問題でもあり、恐らく、タテ割り行政の悪い例ではないかと推察する。

                　従って、現在は家庭ごみ排出量が増大し、一般廃棄物最終処分場が逼迫する中、家庭ごみの容積比で約６０％を占めている「容器包装廃棄物」をリサイクル（再商品化）し、資源として有効活用を図るために震災対応も含めた上で、政治の混迷を早期に脱却し、真の政治主導で抜本的な「容リ法」改正を含め急がなければならない。

                　

            
            
                （６）『拡大生産者責任』の曖昧性

                　「容リ法」は再商品化費用の支払義務を特定事業者に課している点で、『拡大生産者責任』が導入された法律ではある。しかしながら、具体的な運用となると、明確性に欠ける実態がある。

                　事業者がコストを負担することが重要であり、そのことが法的にも明確になり、且つ義務化を強いるものでないと、なかなか普及は難しい。また、国民的な理解と協力が必要である。日本では、回収には協力的でも、いざコスト負担になると、とたんに尻込み状態になってしまう。その点、米国では、この『拡大生産者責任』が日本より明確になっている。アメリカのハワイ州で購入したミネラルウォーターやジュースを実際に購入したレシートをご覧下さい。また、ボトルは一切、空港セキュリティ検査により持ち出せないが、帰国の際は米国大手のデルタ航空だったため、機内サービスで提供されたボトルを持ち帰ったものである。（写真をご覧下さい。）

                　

                

                　

                

                　

                

                　本体価格は、０．９９ドル（５００ｍｌ）でボトル税が０．０５ドルそれにボトル料（デポジット）が０．０１ドルでトータル１．０５ドルである。ちなみに消費税は、４．１６６％である。また、ＰＥＴボトル類であればどんな形容でもボトル税ボトル料とも一律料金である。（大きさには関係なし。）このようにボトルはリサイクルやデポジットの料金が商品に初めから上乗せされ、事業者と消費者双方に負担を明確にしているのである。日本でも是非このような方法を検討すべきではないか。

                　また、環境に配慮し、「UP　30% made from plants 100% recyclable plastic bottle」のような表示も行っている。（Ｋボトリング社製品）。この表示をみると１００％リサイクル製品で且つ３０％以上は植物性成分からの製品表示となっている。この方式は、食料競合の問題から食用に適さない植物のみを用いるべきなどの課題もあり一概に推奨するものではないが、参考までに米国の現状を紹介してみた。

                　わが国においても事業者、消費者に対する価格転嫁を明確にし、米国方式なども参考にしながら、『拡大生産者責任』の考え方を前進させるべきである。
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        第２章　自治体の取り組み　

        
            １．仙台市の対応

            
                （１）ごみ減量とリサイクル推進

                　仙台市では平成１１年度より『仙台市一般廃棄物処理計画』を策定し、ごみ減量・リサイクル推進のための基本目標を設定し着実に実施してきた結果、平成２１年度には全ての目標を達成した。

                　一人１日当りのごみ排出量については、「平成２２年度で１、１０７ｇに減少させる」という目標を平成１９年度に１、０８７ｇと前倒しで達成し、平成２０年度からの家庭ごみ有料化実施で平成２１年度には９７２ｇにまで減少した。リサイクル率については「平成２２年度で３０％以上に」という目標を、平成２１年度に３０．９%に前倒して達成し、焼却処理率、最終処分率も共に減少傾向にある。

                　

                【表－１】一人一日当たりごみ排出量とリサイクル率の推移（仙台市一般廃棄物処理基本計画より）

                

            
            
                （２）ごみと資源物の内訳（１０年前との比較）

                　平成２０年度から家庭ごみなどの有料化や紙類定期回収が始まった。ごみの袋の大小によって料金が異なり、排出量に比例して料金が課せられるようになったことで、リサイクルとごみ減量化が進んだと見られる。１０年前と比較すると資源物の量が７０％以上増加しているが、中でもプラスチックごみやＰＥＴボトルなどの資源物の増加は「容リ法」に基づく施策の結果といえる。

                　図－３はその詳細を表わすグラフであるが、ここで特記すべきは事業系資源についてである。資源物の量が全体で７０％以上増加した中で、事業系資源物はむしろ２２％減少しており、リサイクルとは逆行している現実が見えてくる。

                　

                【図－３】１０年前と比較（平成１１年度、２１年度）したごみと資源物内訳と量（仙台市環境局資料）

            
            
                （３）ごみ処理費用と手数料費用

                　ごみ処理費用とは、ごみや資源の収集、焼却工場など処理施設の運営や整備、缶・びん・ＰＥＴボトルやプラスチック容器包装をリサイクルするための資源化センター運営、焼却灰の埋め立てなど、様々なごみ処理施策に要した費用である。その多くは税金で賄われているが、一部は事業ごみの処理手数料や家庭ごみの処理手数料（指定袋の代金）なども充てられている。

                　仙台市環境局リサイクル推進課発行のパンフレット「ごみ減量・リサイクル」によると、焼却工場などの建設、整備費だけで、多い年度（平成１５年度）では平成２１年度のごみ処理費全てと同等の費用を費やしている。平成１５年には施設建設などで１２９．５億円が費やされているのに対し、３施設の設備が整ってからの設備費が平成１８年以降は２．８億円に抑えられている。

                　仙台市には現在、ごみ焼却施設が３施設あり、それらの施設のダイオキシン対策工事などを行ってきたことによるが、ごみの焼却が、このような施設建設費を含めたときに、決して安価な処理方法ではないことを伝えるデータである。

                　また、仙台市では平成２０年度から家庭ごみ等の有料化が開始され、処理費用の財源に充当されるようになってから、市民一人1日あたりのごみ排出量は減少しており、有料化が奏功した結果となっている。　

                　

            
            
                （４）焼却施設の延命現象

                　一般的にごみ焼却施設の寿命は２５年といわれている。仙台市内にあるごみ焼却施設の中で最も古い施設が昭和６０年建設の今泉処理施設である。既に一般的な寿命を迎えているものの、プラスチック製容器包装がリサイクルされることになったことなどから炉の傷みが緩和され、まだまだ稼働可能な状態であるという。ごみの減量化（特にプラスチックごみの減量化）ということで、焼却施設の延命化が起きている。焼却施設にとってプラスチック焼却量の減量化もポイントの一つと言える。

                　

            
            
                （５）処理費用とその財源

                　仙台市の平成２１年度のごみ全体の処理費用とその財源は次の表の通りである。

                【表－２】家庭ごみなどの有料化による

                ごみ処理手数料の使いみち（仙台市環境局資料）

                

                　

                　ごみ処理費用は、８２．１億円（全体の７４％）が市税で賄われており、残る２６％が家庭ごみと事業系ごみの手数料２９．３億円が充てられている。焼却施設などの設備費が抑えられた数値となり、ごみも減少した状況の中で、尚且つ多額の市税が費やされているといわざるを得ない。

                　家庭ごみの有料化の使いみちの詳細は表－２の通りであるが、その中で缶・びん・ＰＥＴボトルやプラスチック容器包装といったリサイクル費用が約６．７億円と特化した数値となっている。（紙類についても高い数値であるが、ここでは触れないこととする）

                　

            
            
                （６）拠出金について

                　容リ協は市町村のリサイクル状況を評価してランク付けを行ない、リサイクル状況に応じて市町村に応分の拠出金を支払っている。仙台市はＡランクに評価されており、平成21年度は１億７千万円の拠出金を受けている。これは全国で４番目に評価された配分額である。しかし、その拠出金については、仙台市発行のパンフレット「ごみ減量・リサイクル」などでも使いみちは明らかにされていない。拠出金の存在さえもほとんどの市民には知らされていない。

                　拠出金の扱い方については様々な考え方があるが、例えば、プラスチックごみ処理費として用いて、市税からの出費をその分について削減すれば、市民にも見えるような扱い方になる。明瞭な形での開示が望まれる。

                　

                【表－３】容リ協からの配分額が大きい自治体

                （平成２１年度）（単位：万円）

            
            
                （７）リサイクル工場を見学して

                　平成２２年１１月２日にＮＡＣＳ会員、及び一般の方々合同のリサイクル工場見学会を実施した。最初に見学した新港リサイクル株式会社は年間約１万２５００トンのプラスチックごみをリサイクル処理し、主にフォークリフト用のパレットを製造している。

                　次に訪れた株式会社佐彦は主にＰＥＴボトルを回収し、リサイクル製品化する前までの加工作業を行う工場であり、ＰＥＴボトルは東北６県から入札により回収しているとのことであった。

                　見学して気付いたことは次の通りである。

                ①想像以上に大掛かりな施設であった。殊に前処理（プラスチックチューブ容器などの汚れているものや容器包装以外のものを除去する工程では手作業による選別）が複雑なものであった。

                ②回収されたプラスチックごみには様々なもの（ガラス破片、使い捨てライター、時計、鍋、電池、ドライヤー、玩具、歯ブラシなど）が混じっている為に手作業で選別を行なっていた。市民の中にはプラスチック容器包装についての理解が十分でない人も多いことが分かり、仙台市は市民に対して「容リ法」の内容を適切に説明する必要があると思った。マヨネーズや歯磨き入りチューブはどの程度まで汚れを落とさなければならないのかを具体的に示す必要があり、そのための広報・啓発活動の在り方が次の課題といえる。

                ③リサイクルして加工されたパレットは１枚３、０００円、新品の場合は１０、０００円で販売されているとのことで、リサイクル製品が新品の７割安く販売されていた。

                ④仙台市のリサイクル会社が青森県や岩手県までトラックで回収に出向いている事実を知り、　環境問題を解決するプロセスの中で、排気ガスという新たな環境問題を生み出している。

                　

            
            
                （８）仙台市の今後の課題

                　仙台市は「ごみ減量・リサイクル」という目標のもと、それなりに目標値を達成してきたものの、ごみ処理費には平成２１年度で１１１．４億円の費用が使われており、そのうち８２．１憶円が市税からの拠出、２９．３億円が手数料（ごみ袋）である。

                　平成１９年から平成２０年の１年間で一般家庭ごみが１９．５％削減できたが、その削減分がリサイクルに回ったことで、要した費用が７．７億円であったことも報告されている。リサイクルは仙台市の管轄から離れてからも製品化のためには多大なエネルギーを要し、決して安上がりなものでないことを、リサイクル施設見学を通して知ることとなった。リサイクルを推進し、限りなくリサイクル率を高めることがごみ問題を解決するものではなく、ごみ全体の減量化こそがこの問題解決の鍵である。

                　

            
        
        
            ２．リサイクルすることが本当にうまく機能しているのか？

            
                （１）リサイクルすれば問題は解決するのか

                　平成１８年６月に改正「容リ法」が成立・公布されたが、その時の見直しの基本方向は次の通りであることを確認しておきたい。

                ①容器包装廃棄物の３Ｒ（Reduce・Reuse・Recycle）の推進

                ②リサイクルに要する社会全体のコストの効率化

                ③国・自治体・事業者・消費者など全ての関係者の連携

                　これらの３点をごみを出さない暮らしを目指そうとする指針と捉え、先ず①の３Ｒについて検討してみたい。３Ｒのそれぞれは、次の通りである。

                　・リデュース（Reduce）は「できるだけごみを減らす」

                　・リユース（Reuse）は「繰り返し使う」

                　・リサイクル(Recycle)は「資源に再生する」

                　この順序はただ単に並べただけのものではなく、「この順に実行せよ」という優先順位を示すものでもある。消費者である市民は、先ずは「出来るだけごみを減らす」暮し方が望まれるのである。そのためには、ごみに出す前に何度も繰り返し使えるものは使っていこうということである。そして、最後の手段としてごみとして出さなければならないものは、資源に再生することで商品化していくというのがこの３Ｒの考え方である。

                　市民の多くはリデュース（ごみを減らす）も、リユース（繰り返し使う）もせずにリサイクルに偏りがちで、仙台市はリデュース（ごみを減らす）の啓発にこそもっと力を入れるべきであったのではないか。そして、リサイクルに要する社会的経費の節減のために、むしろリサイクルの量を極力減らすための啓発を目指すべきだったのではないだろうか。そうすることで、市民は極力、プラスチックごみを出さないような工夫をし、事業者もごみが増えないための方策を練ったものと推測される。

                　また、②の「リサイクルに要する社会全体のコストの効率化」については、現在のような分別・回収・保管の費用負担を税金で賄うことが、最も効率が良いことなのかは疑問である。税金で負担をしている限り、事業者は容器包装のリデュース（減らすこと）について、いつまで経っても考慮せず、その結果として、容器包装ごみは減らないものと思われる。その意味において、現在のシステムでは改正「容リ法」の見直しの基本方針は解決しない。明確な拡大生産者責任によるコスト負担システムの適正化こそが大きな課題であると言わざるを得ない。

                　

            
            
                （２）ごみは減少したのか

                　家庭用廃棄物としてのごみは「容リ法」の施行後、減少したのであろうか。

                　仙台市では、施行直後は大幅に減少したものの、次年度にはリサイクル率を維持しながらも、ごみ排出量が増えた（図－４参照）。プラスチックごみやＰＥＴボトルのリサイクルは定着しつつある中で、紙のリサイクルには意識が抜けていた状況がある。平成２３年現在は紙のリサイクル推進への取り組みに力点を移した取組みが始まっている。全国的に見てもごみ排出量は減少の傾向があったが、ここにきて下げ止まりの傾向にあり、その大きな原因はＰＥＴボトルやプラスチックごみが減少しないことがその背景にあるといえる。リサイクルすればよいのだと考えているだけではごみ減量化は下げ止まりし、従って、ごみ処理費用が全体としては一向に減らないというカラクリが現在の「容リ法」にはあり、ごみ問題が解決できないままである。

                【図－４】一人当たりのごみ排出量とリサイクル率

                （仙台市環境局資料）

            
        
    

    
        容器包装リサイクル法を考える78

    

    
        76容器包装リサイクル法を考える

    

    
        第３章　消費者の取り組み

        
            １．増え続けるプラスチックごみ　

            　消費者が生鮮食料品、調味料、菓子、酒類、衣料品、生活必需品などの商品を購入した際、これらの商品には、何らかの容器包装がされているのが現状である。生ごみはコンポスターで堆肥化し、びん、缶、ＰＥＴボトル、紙類は分別回収することで一般家庭ごみは限りなく少なくすることが可能であるが、プラスチックごみは一向に減らすことができないのは何故なのか。意識して容器包装を減らそうにも、現実には容器包装されている商品ばかりで選択の余地がない現状が浮かび上がってくる。

            
                （１）「リサイクルさえすればそれで十分」とする消費者

                　平成２０年度以降、一般家庭ごみとプラスチックごみの有料化が始まった仙台市では、それまで家庭ごみとして排出されていたものの中からプラスチック容器包装ごみとして分別して収集されるようになった。この分別は、日常生活の中で苦労の多い手間を要したが予想以上の効果をあげたといえる。その背景には仙台市の市民に向けた啓発活動が功を奏したことがあげられる。その一方で、「リサイクルさえすればそれで十分」という意識のみを市民に印象づけてしまったとも言える。

                　平成２２年にＮＡＣＳ東北支部主催で「リサイクル施設見学会」を行った際のアンケート調査でも「分別をしっかりして『資源』として活かし、リサイクルをもっと進むようにしたい」「リサイクルは不可欠だ」といった意見が多く、プラスチックごみやＰＥＴボトルをリサイクルすることは間違いなく必要で大切であるという意識のみが目立った。多くの消費者はマイバッグ持参と容器包装ごみをリサイクルさえしていれば、良い消費者であるような意識に支えられていたといえる。

                　

            
            
                （２）プラスチックごみは何故増えるのか？

                　やや古いデータではあるが、グラフ（図－６）は「各種容器包装の分別収集量の推移（Ｈ９～Ｈ１７年度）」（環境省）を示したものであり、プラスチック製容器包装とＰＥＴボトルの増加が顕著であることが分かる。

                　最近では近所の八百屋、魚屋、万屋がいつの間にか姿を消し、大型のス―パーマーケットなどが増えてきた。そこではレジの作業が簡単に行われるようにパック済販売が一般的なスタイルとなった。以前は八百屋で１個、２個を選んでそのまま購入できていた野菜や果物も、スーパーマーケットでは袋入りやパック入りで売られている。肉、魚においてはパック入りが当然となっており、結果的にプラスチック容器包装がグラフのように増加したものと考える。

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                　

                【図－５】各種容器包装の分別収集量の推移

                （環境省資料）

                

                　多くのプラスチック製容器包装は、それぞれのニーズに合ったものとして選択されているものと思われるが、以下の写真のように明らかに過剰包装と思われるケースも多く見られる。　

                （例）コロッケ

                【写真Ａ】（PETパック7g） 【写真Ｂ】（紙パック1g）

                

                　

                　

                （例）人参

                【写真A】(発泡ｽﾁﾛｰﾙﾊﾟｯｸ8g)【写真B】(ﾋﾞﾆｰﾙ袋ﾊﾟｯｸ1g)

                

                　この例の場合、両商品とも【写真Ａ】が重量にして【写真Ｂ】の７～８倍である。わが国の贈答品に至ってはこの比ではない程、過剰包装であるのが一般的である。コロッケですら薄い紙の袋で済むのに、固い人参を発泡スチロールのパックに入れる必然性があるのかが問われるところであろう。

                　消費者が食品購入の際、【写真Ａ】のような包装のものを選ぶか、【写真Ｂ】のような簡易包装のものを選ぶのかでプラスチック製容器包装の総量も大きく変わってくる。総量増加により、リサイクルのため市町村の分別回収や保管にかかる費用負担も増加することになる。その負担は消費者である市民の税金で賄われることを考慮すれば、商品を包むプラスチック製容器包装をできる限り減らす必要がある。　

                　消費者が商品購入の際、家庭に持ち込んだ容器包装は廃棄された後、市町村が分別回収・選別保管をし、特定事業者によってリサイクルされる。その時の費用負担は次の表－４及びグラフ(「特定事業者の再商品化費用負担総額」)の通りである。データが開示されていないため、古い資料とはなるが、プラスチック製容器包装のリサイクル費用が年々増加傾向で推移してきたことが分かる。

                【表－４】特定事業者の再商品化費用負担総額

                

            
        
        
            ２．リユースの取り組み例

            　最近ではめっきり減ってきているリユースびんであるが、返却された空びんを何度も使用できるため、ごみにはならず原料やエネルギーの節約になり、環境面でのメリットの大きいことで見直されている。一人ひとりがリユースびんに入った商品を積極的に選んで返却することでごみにならず、下図のように二酸化炭素の削減につながり、税金によらない流通システムを作っていくことができる。

            　

            　

            【図－６】ＣＯ２排出量（５００ｍｌ容器１本当たり）

            

            　そのような取り組み例を幾つか紹介してみたい。

            
                （１）京都市ごみ減量推進会議「ゴミゲン」の取り組み

                　京都市ごみ減量推進会議は市民・事業者・行政のパートナーシップで、京都市のごみを減らすことを目的に様々な活動に取り組んでいる。リユースびんの使用の促進などを狙って、２００１年にリユースびんの小委員会を立ち上げ、翌２００２年からは京都府酒販売組合連合会の協力を得て、リユースびん回収拠点マップを作成しホームページに掲載してきた。今では市内２５０店舗に拠点箇所を広めている。一年経つ毎に拠点数が増えており、市民は近くの拠点にびんを持っていき、デポジットすることができるというシステムは定着してきていることがうなずける。

                　２００５年からは市内の調味料メーカーなどにも呼びかけ、リユースマークの貼り付けを促して活動を進め、更に２００７年には市内の幾つかの大型スーパーマーケットなどで、リユースびんを使っている商品が分りやすくなるように値札に表示し、ネックストラップを取り付けるなどのキャンペーンを行ったところ、表示することで消費者のリユースびんの購入意欲が向上することが分ったという。

                　拠点箇所が多いことで多くの消費者がリユースびんを利用しやすい環境が整ったことから、ごみ減量に果たす役割は大きく、良きお手本の先駆地としての役割も大いに期待したい。

                　

            
            
                （２）パルシステムのリユースびん運動

                　パルシステムは１９７７年に発足後、名称変更などを経て今日に至る。現在は関東とその近隣県の加盟生協は１０法人、加盟組合員数は１３０万人に及ぶ個配型生協システムである。　

                　自治体にリユースびんを出すと原料に戻してからリサイクルされるが、パルシステムでは環境負荷を抑えるために回収し、２０～３０回はリユース（再使用）されている。

                　リユースびんは牛乳、醤油、ソース、便利つゆ、ジュース、食酢、酒、料理用清酒、ワイン、ジャム、ケチャップ、果物、蜂蜜など約７０種類ものびん類が該当する。一般に市販されている場合はＰＥＴボトルやプラスチック容器入りのほとんどをびん容器にして、リユースびんとして回収されている。

                　その他、生活クラブ生協連合会（３１万人）、グリーンコープ連合（３６万人）、東都生協（２０万人）などの生協が同様のリユースシステムを行っている。今のところ回収率半分以下としても、１００万人以上の消費者がそのような循環型の環境負荷の少ない暮らし方をするならば、ごみ削減量の効果は大きいと思われる。今後更なる会員数増強が期待されると同時に、全国の宅配型生協活動は勿論のこと、生協店舗などでも後に続く組織となるために、大いに学ぶべき取り組みであるといえる

                　

            
            
                （３）リユース食器ネットワーク

                　お祭りやコンサート、スポーツ観戦といったイベント会場では使い捨て容器の利用が主流となっている。東京に拠点を置く「リユース食器ネットワーク」では、２００５年３月、「祭りの後は大量のごみ」という状況を改善しようと全国のＮＰＯ・ＮＧＯ・自治体からなる会員４４団体のネットワーク組織として発足した。使い捨てせず、リユース優先の社会を実現するために、リユース食器のレンタル、導入するためのイベントの企画・コ―ディネート、リユース食器洗浄サービスなどの活動を行っている。

                　

            
            
                （４）宮城県酒造組合の宮城方式での回収システム

                　宮城県酒造組合（仙台市）は清酒用小型びん（３００ｍｌ）が３０本入る「Ｒ３００びん回収箱」で県内に限って再利用を進めている。県内出荷４０万本のうち、年間２２～２３万本をリユースしており、２００９年には環境省から「容器包装３Ｒ推進環境大臣賞」地域連携協働部門で最優秀賞に選ばれている。７、９００個の専用箱導入に際しては県の助成を受けてスタートしており、官民の協力が奏功したと思われる。「Ｒ３００びん回収箱」という命名で、Ｒ３００びんと回収箱が一体になっているという意識を啓発しているところが奏功したと言える。今後は中型びん（Ｒ７２０ｍｌ）などにも波及させた取り組みを期待したい。

                　

            
            
                （５）マイタンブラー持参推進キャンペーン（ベガルタ仙台）

                　仙台市に拠点を置く「みやぎ、環境とくらし・ネットワーク」（ＭＥＬＯＮ）ではユアテックスタジアムから回収される紙コップの削減を目的に取り組んでいる。このスタジアムでは毎試合の紙コップの回収数が約２、３００個であることから、球団公認のタンブラー持参でスタンプをもらい、「エコグッズをプレゼント」というキャンペーンを行うなどしてきた。マイタンブラー持参によって、紙コップのごみ減量を目指す試みである。紙コップも「塵も積もれば山となる」のである。このことを契機に、市民が外出時に球団公認タンブラーやマイタンブラー持参が習慣化されれば、スタジアム内だけではない波及効果が望まれることから、大いに期待される活動である。

                　その他、全国には同様の活動を展開する動きは増えてきている。全体から見ると少数派ではあるが、リユースしてごみ減量化を目指そうとする意識が全国に芽生えてきていることは確かである。

                　

                　

                　

            
        
        
            ３．市民の問題意識向上のために

            
                （１）ごみ減量化と４Ｒ

                　市民の多くは、ごみ処理のために自治体が多大な税金を費やしている事実に無関心で気付かずにいる場合が多い。ましてリサイクルするのであれば多く排出しても構わないような意識の市民が多ければ、プラスチックごみやＰＥＴボトルの排出削減は改善されないであろう。この状況の中で、どうしたらごみ減量化が図れるのであろうか。

                　自治体はごみ処理行政の実態について市民へ詳細に情報開示し、ごみ減量化が急務であることを知らせるための啓発活動が必要である。

                ①ごみになるようなモノを家庭に持ち込まないため、必要ないものは拒否する。（リフューズ）

                ②外出時にはマイバッグ、マイ箸、マイボトル持参で出かけるようにする。（リデュース）

                ③買物の際にはリユースできる容器包装を選ぶ。（リユース）

                ④コストがかかるリサイクルは最後の手段であるという意識を持つ。（リサイクル）　

                　

                　※４Ｒとは以下の頭文字であり、次の順に実行していくことが望まれる。

                　　　Ｒｅｆｕsｅ（断る）→Rｅｄｕｃｅ（ごみを出さない）→Ｒuse（再使用）→Ｒecycle(資源再生)

                　※３Rの前に、もう一つのRである①を加えることがごみ減量化の鍵となる。

                　

            
            
                （２）必要最小限の容器包装をめざして

                　事業者が問題を改善できない時によく口実にする理由に「多くの消費者がそれを望んではい　　 るから…」ということがある。実際にそうであるのかは定かではないが、改正「容リ法」では「国・自治体・事業者・国民等すべての関係者が連携」して解決を図ることを謳っている以上、事業者も消費者の意識に先駆けて、容器包装の簡略化を実行に移していくべきである。野菜や果物はほとんどの場合においてトレイのような容器は必要ないし、魚も必要な本数を袋に入れるだけで済む。そのような買い方ができるように、市民（消費者）がスーパーマーケットなどに要求していきたい。商品を選択するのは消費者であり、消費者の購買行動が変わることが重要である。

                　

            
            
                （３）消費者と事業者、自治体との連携

                　リユースの取り組み例で見てきた通り、このような事業は市民（消費者）の問題意識にのみ頼るには限界があり、最初は市民の働きかけで始められ、事業者、自治体がそれに応えて進めたときに実効性のあるものになっていることを示している。そのためにも、ごみ処理方法についての費用対効果、環境アセスメント比較など科学的、専門的検証に基づいたパートナーシップでの取り組みが喫緊の課題であろう。

                　

            
            
                （４）消費者教育の必要性

                　現在、学校教育現場から排出されるごみは事業系ごみと同様に産業廃棄物として扱われている。このことは教育現場での環境教育の一環としてごみ処理などの問題を扱われずにきている原因の一つなのではないだろうか。この際、学校教育現場から出るごみは家庭ごみと同様の分別方法で行ない、「ごみ減量化と４Ｒ」についての環境教育や消費者教育を生徒や父兄にも機会をみて行う場とすることを提案したい。小・中学校は地域のコミュニテイ意識の中核を担う場であることから、隅々まで行き渡った消費者教育を推進することが可能であると思われる。
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        第４章　事業系ごみの行方

        　「廃棄物処理法」によれば事業系ごみは一般廃棄物として事業所から出る紙くず・生ごみなどとなっているが、プラスチック容器包装ごみは産業廃棄物に分類されている。また、一般廃棄物の処理責任は市町村にあるが、これら事業系ごみは市町村の家庭ごみの収集ルートを経由することなく、各事業所から委託された市町村の指定運搬処理業者が分別も処理も独自のルートで処理され、燃えるごみだけが市町村の焼却場に搬入され有料処理されている。

        　市町村では焼却料を委託した運搬業者より徴収しており、仙台市の例では指定委託運搬事業所が燃えるごみ４５Ｌ袋１枚を１４５円、びん・缶ごみ４５Ｌ袋１枚を１８５円、資源紙ごみ４５Ｌ１枚を１４５円でビル事業者に販売し、それぞれが、そのごみ袋で回収する仕組みとなっている。その後、燃えるごみ（プラスチック容器ごみ混入状態）は仙台市のごみ焼却場へ搬入され、１００Ｋｇ当たり１、０００円を徴収されて焼却処分されている。

        　なお、資源系のごみのうちＰＥＴボトルは委託運搬事業所が事業所内再処理センターで再生資源化し、その他ごみは分別区分されて再生事業者へ売却されている。

        　

        
            １．事業所から出る容器包装廃棄物の位置づけ

            　家庭ごみにおいて、「容リ法」との関わりで声高にリサイクルが叫ばれ市民一丸となって取り組んでいるプラスチックごみやＰＥＴボトル処理ではあるが、一方では事業所で使われた後の処理は「容リ法」から弾き出され、その多くが焼却、または埋め立て処分されている。「家庭では分別、会社ではごみ」、なぜこんなことが起きているのか大いに問題である。全国の自治体が事業系ごみの一般廃棄物への強制力がないことから、仙台市も同様の処理方法となっている。

            　プラスチック容器包装を事業活動のために使用した事業者は、その使用量に応じ容リ協に応分の費用を支払い、自治体主導で確実にリサイクルしてくれるようにしていくのが「容リ法」であったはずが、事業所などの廃棄分は協会が費用だけ受け取りながら、全くリサイクルされないのである。事業系ごみがリサイクルされない分の費用の使いみちはどのようになっているのだろうか。このことだけをとってみても、片手落ちの制度であるといわざるを得ない。

            　事業者をなぜ擁護するのであろうか。分別回収の習慣が、場所により異なるとは一体どういうことなのだろうか。法的にみての改善一例として、個人向け容器の容器包装ごみは、事業所から排出される場合でも「容リ法」ルートにのせられるようにすべきではないかと考える。

            　

        
        
            ２．事業系ごみの処理方法と手数料

            　先に触れたように、事業系ごみのうち産業廃棄物については市町村が許可を出すまでの管理はするが、他の一般廃棄物については強制力を持っていない。従って、事業者は次の３つの処理方法を選択して処理することになっている。

            ○処理方法１……各自治体の許可業者に収集運搬・処理を委託する。

            ○処理方法２……事業者が自ら直接、市の処理施設に搬入する。

            ○処理方法３……事業者が自らの施設で処理する。

            ※市の処理施設とは埋め立て処分場、破砕処分場、焼却施設がある。

            ※処理の手数料はごみ搬入のための袋を収集業者から大きさに応じて、１００円または２００円で購入することと、埋め立て、破砕、焼却いずれの処理費も１００㎏当たり、１、０００円となっている。

            　仙台市は事業系ごみの中で紙類についてはリサイクルを推奨するものの、プラスチック類については可燃ごみという扱いになっている。背景にはプラスチックのリサイクルは費用がかかり、燃やす方が安上がりであるためとのことであるが、これ以上リサイクルされては費用が掛かり過ぎるというのが本音であった。

            　事業系ごみの中のプラスチックごみが可燃ごみ扱いであることは、焼却施設の延命化にも影響する問題であり、今後の施策が問われている。

            　

        
        
            ３．仙台市の事業系ごみ排出の実態

            　実際に仙台市での平成１０年度から平成２１年度までの一般廃棄物排出量の推移とこの中に占める事業系ごみ、及び家庭ごみ排出量の推移は次の通りである。

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            　

            【表－５】仙台市の一般廃棄物排出量

            （仙台市環境局資料）

            　仙台市の平成２１年度一般廃棄物排出量の構成割合は、家庭生活ごみが５０.４％、事業系の燃えるごみが３６.８％であった。そのうちプラスチックごみは、家庭生活ごみ１８４、８１２トンのうち構成比１１．９％の約２１、９９２トンであり、事業系燃えるごみ１３５、２６６トンのうち構成比１７．５％の約２３、６７２トンであった。因みに、平成２１年度排出の容器包装プラスチック資源化量は１２、９５６トンでリサイクルに廻されている。仙台市は事業系ごみのプラスチック分別を指導していないため、各事業所が適正に産業廃棄物として排出処理をしてない場合、事業系燃えるごみに混入されているプラスチックごみだけで「家庭系プラスチック容器包装」の１．８倍のプラスチックごみが焼却処理されていることになってしまう。特に、資源化という観点から現状の事業系ごみの分別回収処理に疑問が残る状況になっている。

            　

        
        
            ４．「容リ法」上の事業者の役割とすみ分け

            　そもそも「容リ法」とは「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進などに関する法律」が正式な名称であり、このタイトルから考えてみれば、消費者が「分別排出」、事業者が「再商品化」、市町村が「分別収集」のそれぞれが役割分担となっている。尚、この役割分担上での事業者の「再商品化」義務の事業者とは、法律上「特定事業者」という位置づけになっている。

            　例えば、消費者にとって一般的商品であるＰＥＴボトルを例にすれば、次のような事業者が対象となる。

            ①容器を製造する事業者→ＰＥＴボトルメーカー

            ②容器を利用して販売する事業者→緑茶、烏龍茶、ミネラルウォーター等の食品メーカー等

            ③容器包装を利用して中身を消費者に販売する事業者→コンビニ、スーパー、百貨店等その他多数の流通企業。

            　大きく分けてこの三者が事業者であり、全国でこの対象となる事業者は相当数となり、２０万から

            ３０万社とも言われている。

            　

        
        
            ５．再商品化事業と容リ協

            　事業者の再商品化義務事業とは、①自主回収による再商品化②指定法人への委託による再商品化③独自ルートでの再商品化の３通りの方法があるが、現行上での中心は容リ協への委託事業がほとんどである。よって特定事業者は、容器包装の重量に応じてこの容リ協に再商品化の費用を支払い、容リ協はその委託金で再商品化の義務を代行することになる。

            　このことは、極論すれば、メーカー、販売事業者などはお金を払いさえすれば、事後処理はすべてこの容リ協任せということになる。この仕組みは、特定事業者は何等法律上の再商品化については、組織的な直接責任は皆無に等しい。道義的、道徳的な責任だけと言わざるを得ない。

            　そこで容リ協ホームページの掲載されているトップの挨拶の一部(抜粋)を転載紹介すると、「国、地方自治体、消費者、事業者、再商品化事業者、再商品化製品利用事業者など、再商品化に係わるすべての主体から信頼され支持される協会を目指して、コンプライアンスな確立を基本として、法に基づく再商品化事業を効果的、効率的に推進していくとともに、常に、事業活動の透明性を高めるための積極的な情報開示に務めて参ります」とある。

            　これをみると、容リ協の業務目的は、特定事業者からの再商品化事業の受託業務機関であることが明確であり、容器包装リサイクル事業の命運を握っていると言っても過言ではないであろう。ところが、容リ協は、実際に直営の工場現場を自ら所有し、再商品化を行ってはいないのである。実際には、特定事業者から集めた資金で、再資源化業者（PETボトルやガラスびんの再生産者）と契約し、分別収集の役割を担っている市町村（地方自治体）が集めたPETボトルやガラスびんを引き取らせる仲介を行っているのである。もちろん容リ協と市町村も引き取りの契約を行ない、容リ協リサイクル事業者の選定入札をも行うのである。

            　しかしながら、なぜPETボトルとガラスびんだけになるのだろうか。市町村が集めたアルミ缶、スチール缶、紙パックなどは、当該自治体が再資源業者に有償で売却するので、その時点で再商品化されたと看做され、協会及びメーカーの再商品化義務からは除外されてしまうのである。

            　さらにこの協会の役員構成をみると、プラスチック工業連盟、チェーンストア協会、酒造組合などの会長や行政監督官庁のトップ経歴役人多数が理事などの役員に就任している。又、賛助会員には日本のトップ企業が名を連ねている。容リ協のトップポストの多くは天下りであり、再資源業者のOBの多くは役員そして賛助会員となっている。

            　国民の税金が主体である市町村は自ら何等イニシアティブを持つことなく、この容リ協に何もかも委託するスタイルで良いのか、疑問を持たざるを得ない。

            　

        
        
            ６．行政の分別収集コスト、事業者の再商品化コスト

            　「容リ法」では、対象物の収集・保管までを自治体が費用負担する。再商品化全体に掛かるコストのうち、約７割程度が自治体負担であると言われる。環境省の最近のデータによると市町村による分別収集、保管コストは約３、０００億円であるのに対し、事業者が容リ協経由で支払う再商品化のための委託費は７００億円程度となっている。例えば、先にも述べたが、アルミ缶、スチール缶などはメーカーの再商品化義務から外され、商品化されたと看做される。よって勢い、PETボトルとガラスびんがメーカーの再商品化義務となった。

            　「特定事業者」が容リ協に支払う契約単価は、ホームページ上からの資料によると、PETボトル１本当たり、中身メーカーが１．４円、容器メーカーが０．３円となっている。一方、市町村は容リ協に渡すまでに、収集・運搬・分別・保管でPETボトル１本当たり、２０．８円である。このシステムでは、自治体の負担が極端に多く、メーカーとの負担差は、PETボトルで５０倍程度とまで言われている。　なぜ、事業者は極端に負担が少ないのか。これでは税金で事業者負担を肩代わりしているようなものではないだろうか。

            　

        
        
            ７．再商品コスト税負担から事業者負担（製品価格転嫁）

            　このような実態と再商品化コストを鑑みると、自治体は、回収したPETボトルをごみとして処理した方がかなり安くなるという矛盾を孕んでいる。また、先の小規模事業者は再商品化が免除されているので、この分も自治体が税金で負担することになる。矛盾が多々あるのに、なぜこのような法体系になっているのであろうか。安易な税金負担を選択し、さらには、自治体は処分場が逼迫し困窮しており、「ごみより資源」という表向き正論に追いやられているのではなかろうか。　

            　消費者はこの税金負担の矛盾に早く目覚め、製造責任を拡大させ、生産者に責任をもたせ、事業者も応分の負担をすべきである。また、「容リ法」では、再商品化費用を製品価格に円滑、且つ適正に転嫁させるため、法の趣旨及び内容について広報活動などを通じて国民に周知徹底を図ることが国に対しても義務付けられているにもかかわらず、この種の政府広報は一度も見たこともないし、聞いたこともない。事業者負担（製品価格転嫁）を明確にするべきであろう。

            　

        
        
            ８．今後の方向性

            　事業者サイドにおける今後の方向性は、大きく分けて次の３点であると考える。

            ①容器包装廃棄物の３R（リデュース、リユース、リサイクル）の更なる推進。

            ②リサイクルに要する社会全体のコストの効率化と低減化。

            ③国、自治体、事業者、市民（消費者）などすべての関係者の連携。

            　以上が、特に喫緊の課題であり、政治主導での抜本的改革、且つ当該行政の進化が求められよう。
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        第５章　諸外国の実情

        　浮き彫りとなった日本のごみ問題、特に課題の多いプラスチック容器包装の減量化の問題を解決するヒントを導き出すために、環境先進国のＥＵを中心とした諸外国の現状に目を移してみたい。ＥＵの中でも特に進んでいるドイツと、日本よりかなり進んだ施策を展開する韓国及び消費大国アメリカの現状と問題点を調べてみた。

        　

        
            １．ＥＵにおける環境施策の歴史

            　ＥＵの環境政策は、１９７２年１０月にパリで開催された欧州理事会で「環境行動計画」を策定することが宣言されたことに端を発する。７３年に環境政策の大綱として「第一次環境行動計画」が策定され、その後、ほぼ５年毎に見直しされているが、この最重要目標の一つが、廃棄物抑制と削減に向けた取組みであった。

            　１９７５年制定の「廃棄物枠組み指令」は、ＥＵの廃棄物処理・処分の基盤となる指令であり、廃棄物の処理を①廃棄物発生の防止と削減、②リサイクル、再利用、再生利用、③廃棄物の適正な最終処分および監視の順で優先付けされた。１９９４年には包装廃棄物による環境汚染の抑制及び防止を目的として、「包装および包装廃棄物に関する欧州議会および理事会指令（以下「容器包装指令」と略）が制定された。同指令では、リカバリー、リサイクルについての目標レベルを設定した上で、加盟国に対して目標の設定及び必要な措置を講じるための国内法制化を求めた。

            　また、同指令は２００４年に改正され２００８年目標が設定されているが、その後の目標改定は行なわれておらず、各国ではリサイクル目標達成のために必要な範囲での分別収集が行なわれている。例えば、家庭系プラスチック容器包装に関しては、ほとんどの国がボトルに限定して分別収集を行なっているのに対し、ドイツだけはフィルム類やアルミ蒸着プラスチック等の混合素材も含め、全てのプラスチック容器包装を分別収集・リサイクルの対象としている。

            【表－６】欧州各国における分別収集の役割分担

            

        
        
            ２．環境先進国ドイツの実情

            　ドイツでは、１９９１年に制定された「包装廃棄物の回避に関する政令（以下「容器包装令」と略）」において、より具体的に３Ｒを推進するため、３Ｒの優先順位（発生抑制を最優先）と事業者に対する回収・リサイクル費用の負担が義務付けられた。納税者負担をベースとする日本と大きく異なる点である。

            　１９９４年には「廃棄物発生の少ない循環経済の促進および廃棄物の環境保全上の適正処理の確保に関する法律」（以下「循環経済・廃棄物法」と略）が成立し、この法律の中で「拡大生産者責任（ＥＰＲ）」の考えが明記され、事業者が造りっ放しでなく、処理やリサイクルに責任を取らせるための法整備が整った。ドイツでのリサイクルは、産業界が共同出資して設立した機関のもと、「デュアルシステム」と呼ばれるライセンス料金負担の仕組みで実施されており、廃棄物の面積や容積によって料金が違ってくるため、簡易包装や容器包装の簡素化が行き渡っている。しかし近年、この「拡大生産者責任（ＥＰＲ）」の考え方は、日本の産業界でも取り組みつつあり、よりリサイクルし易い材料の使用や使用材料の削減、具体例で言えばＰＥＴ容器の薄肉化へとシフトしつつある。

            　１９８８年、ＰＥＴボトルワンウェイ容器を用いて製品を提供する販売業者に対し、その容量に応じて一定金額のデポジット（預かり金払い戻し）が義務付けられた。さらに、１９９１年に制定された「容器包装令」では、リターナブル容器の比率が２年連続で７２％を下回った飲料容器を対象に、ワンウェイ容器に強制デポジットを適用すると定めており、これが９７年に初めて７２％を下回り、翌９８年も下回ったため、２００３年１月にビール、ミネラルウォーター、炭酸ガス入り清涼飲料について「強制デポジット制度」が発動された。

            　つまり、ドイツではビールやミネラルウォーターを買うと、そのびんやＰＥＴボトルのデポジットが取られるようになっており、飲み終わったびんやＰＥＴボトルをスーパーなどに設置されている専用の回収機に回収することで換金可能なレシートが渡される仕組みである。そして、デポジット義務の強化により、ワンウェイ容器のデポジット金額はリユースよりもかなり割高となったため、びんやＰＥＴボトルのリターナブル容器利用率が制定時の２００３年に一時的に増えたものの、その後は漸減傾向になっている。例えばミネラルウォーターではリターナブル容器利用率が２００３年の７３．０％が２００８年には４５．１％にまで低下し、リターナブル飲料容器全ての重量平均では６３．６％から４４．１％まで低下した。また、ドイツでは、リターナブルＰＥＴボトルも流通しており、回収されたＰＥＴボトルはガラスびんと同様にそのままの形でリユースされることもある。従がって市場では日本とは異なり表面にキズの付いたボトルも多く見られるが、日本ではキズ一つない新品のペットボトルがワンウェイで捨てられた後、経費をかけてリサイクルされるだけなのである。

            　このＥＵ各国と日本との差はなぜ出てくるのか、様々なことが考えられるが、一つには日本人が昔から身につけてきた清潔感、衛生観念があげられる。また、企業の商品に対する品質・安全管理の徹底が常に問われ、それに基づいた技術的対応（容器材料や洗浄技術等）を余儀なくされてきたこともあろう。何よりもの違いは環境への影響を徹底的に議論するなどし、意識合わせをした上で、国全体で取り組もうとする合意の在り方にあるのではないだろうか。コンビ二エンスストアを代表とする社会の利便性への慣れ（ワンウェイの便利さ、デポジットの面倒さ）が根底にあるものと思われ、これらの意識を変えるのは、一朝一夕には難しいものと思われる。幼い頃からの環境教育の積み重ねの必要性も考えねばならない時期に来ているのではないだろうか。しかし、そのようなドイツも環境教育だけで合意ができているわけではなく、法律や政策による縛りがあって成り立っているのであり、政治主導こそが、わが国においても必要であるのかも知れない。

            　

        
        
            ３．ドイツを参考にした韓国の施策

            　韓国では「資源の節約とリサイクル促進に関する法律」（以下「リサイクル促進法」と略）に基づき、包装材質・包装方法に関する基準及び合成樹脂材質で出来た包装材の年度別削減に関する基準を定めている。興味深いのは、過剰包装を防止する目的で、包装空間比率や包装回数等の容器包装方法に関する制限を設けていることである。加工食品の場合、包装空間比率は１５％以下、包装回数は２重以下の基準が設けられている。また、シャンプーなどの製造者に対して詰め替え容器の使用や、一定規模以上の小売店に対する商品の再包装回避を奨励している。

            　韓国では８０年代以降、日本同様、経済成長に伴うごみ処理が大きな課題となり、９１年に古紙、缶、びん、金属、プラスチックを基本に分別収集を開始し、９４年には日本で言う「使い捨て用品」を特定の事業者が顧客に対して無償で提供することを原則として禁止する「リサイクル促進法」が制定・施行された。日本のホテルに宿泊した際にはごく当たり前になっている歯ブラシやひげ剃り、シャンプーなどの提供が禁止されているのである。スーパーマーケットなどでのレジ袋も無償提供は禁止されているために有料で売られており、買った場合に店に戻せば一定の金額が戻されるデポジットをかけている。その他、テークアウトの場合の紙コップなど持ち帰り容器にもデポジットがかけられており、使い捨て用品の規制が強化されている。

            　さらに、２００３年、「リサイクル促進法」に基づき、生産者責任リサイクル制度（ＥＰＲ制度）が施行され、プラスチック包装容器についてもその業界団体が収集とリサイクル費用をすべて負担（回収そのものは自治体）するシステムが構築された。「リサイクル促進法」では、２０１２年を目標年としたリサイクル率の目標が設定され、合成樹脂包装材は素材別に目標が異なり、ＰＥＴ材質では単一、複合共に８０．６％と高率となっている。

            　

        
        
            ４．大量消費国アメリカの施策

            　アメリカでの一般廃棄物処理量は１９６０年以降一貫して増加を続けてきたが、５年のスパンで見ると２０１０年度は２００５年度の約１．１％減少しているものの、２０１０年の国内で発生した量は一人一日当たり２．００kgで日本の２倍弱となっているのが現状である。また、広大な国土故にごみの処理方法は埋立てが主体となっていたが、最終処分地の建設反対が高まり１９８０年に９．６％だったリサイクル率は２０１０年には３４％まで増加している。

            　連邦制度をとるアメリカでは、連邦政府と州政府の間で権限が明確に分けられている。一般廃棄物の処理について包括的な権限を持っているのは州政府であり、州の数値目標や各種基準の設定などを行なっている。このため、州によって政策のバラツキも大きく、オレゴン州やワシントン州はリサイクル率が高く４０％を超えている州もあるが、１桁に留まっている州も少なくない。都市によるリサイクル率も約６０％のシアトルやミネアポリス、そして約１８％のニューヨークまでそのバラツキは大きい。　　　　　　　　　　　　　　　　　

            　アメリカの廃棄物の処理順位は、排出源抑制を最優先とし、リサイクルが続く。最近、ハワイに行く機会があり、ごみ収集車の回収現場を垣間見ることができた。観光地という特殊性もあるが参考までに様子を述べてみたい。各家庭の前の道路縁に出された青色の専用ボックスが車に備え付けられたクレーンで次々と吊り上げられ、ボックス内のごみが回収されていた。青色の専用ボックスの中は紙やプラスチック、缶、ガラスなどが分別されずに回収され、回収後に手作業で分別されているのが実態であった。

            　また、スーパーマーケットでの野菜や惣菜などのバラ売り（量り売り）の充実度には目を見張るものがあった。惣菜を試しに買ってみたが、日本でほぼ１００％使われるプラスチック容器ではなく、「ＢＵＬＲＵＳＨ」という植物素材の紙製の容器が置かれていた。内側は汁が染み出ないように薄い防水の機能を持たせた容器である。ごみ処理問題に関するアメリカの印象は、残念ながら大量生産、大量消費、大量廃棄の印象を拭えないが、一方で観光地では、このようなきめ細かい施策が展開されており、日本でも大いに参考になるものと思われる。
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        第６章　事業者に対する拡大生産者責任とデポジット制

        
            １．法体系に導入すべき拡大生産者責任

            　リサイクルは最後の手段であって、重要なことは容器包装のプラスチックごみやＰＥＴボトルのごみを出来る限り少なくするためには、どうしたら良いのかである。現在は商品を販売してしまえば、事業者がごみ処理にはほとんど関わることがなく、極めて限定的な責任のみになっている。

            　事業者は商品を販売する際に消費者に対し、安全・安心なものを販売する責任があるのみならず、廃棄されて処理されるまで責任を持つことが経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の取り決めとなって

            いる。この考え方を『拡大生産者責任』というが、日本はＯＥＣＤの加盟国でもあり、この『拡大生産者責任』にも調印をしている。その責任を明確化したシステムにしていく義務がある。

            　自治体がごみ収集運搬に多額の経費を投入していることは先に述べた通りで「容器包装プラスチックの分別回収は割高」というのが一般的である。ＰＥＴボトルや食品トレイ以外の一般的な容器包装ごみを分別した場合の経済効果を「プラスチック処理促進協会」が調査した結果、ごみ１ｋｇ当たり焼却が５０円、分別回収は１２０円となりかなりのコスト増（エネルギー節約量原油換算による）となる。

            　また、名古屋市の調査（０３年度のもので直近のデータは無い）によると、事業者と行政の比較では、ＰＥＴボトル１ｋｇ当たり市負担が２３３円、事業者が８３円である。因みにこの時のごみ処理は４８円である。これを見ても名古屋市の負担は、事業者の約３倍にも及び、これでは、頑張れば頑張るほど持ち出しが多くなる。ここで『拡大生産者責任』ということから考えると、ごみになるまで生産者が責任を負い、負担比率を増やすべきと考える。　

            　これは、一種の税金のムダ使いであって、明治以来の事業者（生産者）優先主義が今日まで引きづっている。　「容リ法」の一部が施行された１９９７年当時、１５２市町村の分別収集費用で３０４億円あったものが、２００７年には２、７４７市町村約６０００億円もの税負担になっている。

            　『拡大生産者責任』において、「誰が引き取って処理をするのか」は問題にするところではなく、「事業者がコストを負担すること」が重要なのである。そうすることによって、事業者はコストを減らす努力をするようになる。事業者もリサイクルコストを下げるためのボトルの開発に力を入れ、限りなくごみの排出量を抑える努力をすることが期待できる。多くの矛盾を抱えている「容リ法」がその矛盾を解決し機能していくためには、『拡大生産者責任』を曖昧なままにせず、早急に明確化していくことが必要である。

        
        
            ２．日本のデポジット制導入の歴史　

            　『拡大生産者責任』を明確化したシステムの一つとしてデポジット制がある。具体的な例を挙げてみると、例えばＰＥＴボトル入りのお茶の場合、現在の１２０円に対しデポジット費８０円を上乗せして２００円で販売する。空のＰＥＴボトルが返却されたら４０円を消費者に払い戻し、残りのデポジット費の４０円で事業者は廃棄物処理を責任持って行うというものである。そのことで、確実にボトルは返却・回収されるものと思われる。

            　日本におけるデポジット制に関し、２００８年２月２９日付の毎日新聞に次のような注目すべき記事が載っていた。「環境省は清涼飲料水などのペットボトルにデポジット（預かり金）を上乗せ販売し、回収・洗浄して繰り返し使うよう促す「リターナブル化」を進める方針を固めた。廃棄物を減らし、温暖化対策にもつなげる狙いで、具体的な方法を検討する研究会を２００８年３月に発足させる。業界の反発も予想されるが、容器包装リサイクル法などで３年以内に導入を目指す。鴨下一郎環境相が２９日の閣議後会見で表明した」。しかしながら、その後、どのような経過を経て５年後の昨年の再見直しを迎えたのかについての情報はなく、私達には想像さえつかない。

            　さて、ドイツのデポジット制については先に述べたが、日本では１９８０年代の缶入り飲料の普及

            とこれに伴う缶のポイ捨てが問題化し、観光地における散乱ごみの排出阻止を狙ったものとして観光地中心に地域の缶回収促進を図ったデボジット制が次々と導入された。（表―７参照）

            　その後、循環型社会構築のため、特にごみの減量、公正な費用負担、リユース、リサイクルの拡大が一気に期待できる制度として１９９９年夏、デボジットの法制化を求める意見書として２５０自治体が国へ意見書を提出している。そして、超党派の国会議員の賛同も得ているが今日まで法制化はされていない。　それは経済界が大反対を唱えたためであり、デボジット制度の論理を認めたら全製品への事業者責任が問われるのではないかという危惧が背景にあった。

            　これらを踏まえてか、平成18年度中央環境審議会答申「容器包装リサイクル制度の在り方」の中で、リターナルびんについて特に導入の必要性を唱え、併せてデポジット制度の導入活用を地域限定したやり方でやるべきと提案している。　

            　因みに、１９９７年秋、人口５万人以上の地方自治体４４８カ所アンケート（回収率６６．３％）によると、デポジット制度はごみ減量や散乱防止に９７％の自治体が有効と回答し、そのメリットとして次の

            ５項目の回答を挙げている。

            ①散乱ごみの減少

            ②資源回収率が上がり、リサイクルが促進される

            ③自治体の処理費用が減少する

            ④リターナブル容器やリサイクルしやすい容器への転換がはかれる

            ⑤受益者が処理費用を負担するので公平である

            　

            　

            【表－７】わが国のデポジットの実施域

            

        
        
            ３．事業者のもう一つの役割「排出抑制」

            　事業者は、リサイクルを行うだけでなく、容器包装の薄肉化、軽量化、量り売り、レジ袋の有料化などにより、容器包装廃棄物の排出抑制に務めることは当然のことであり、これら排出抑制に関しては、量り売り、リターナブルびんの衰退を除き、年々浸透してきている。

            ①買い物袋（マイバッグ）を持参しよう。

            ②過剰包装を断ろう。

            などのキャンペーンがその例であり、少しずつではあるが改善の途にある。大切なのは、如何にして排出を減らすかというリデュース（Reduce）の考え方であるが、仙台市においても資源回収の観点が先にたち、このごみを減らすＰＲ活動や啓発への取り組みが希薄な印象を受ける。当然、消費者もごみの排出が少ない、日常の消費生活を心がけることが重要なポイントである。

            　一方、近年、飲料容器のワンウェイ化による廃棄物の増加が著しい。事業者の現状及びそれに対する消費者の行動に着目してみたい。

            
                （１）リターナブルびんの衰退

                　リターナブルびんを衰退させた直接の原因は何か。それは、ワンウェイ容器の製造コストや購入費の低下であろう。日本が高度成長期以前の私達が子供の頃、例えば父親が晩酌の地酒を酒屋さんで買う場合、手ぶらでは出かけず必ず一升びんや四合びんを持っていったものである。日本人はいつから買い物に出かけるのに手ぶらで出かけるようになったのであろうか。

                　その頃の日本はビールびんだけではなく、酒や醤油や清涼飲料水もリターナブルなガラスびんであった。ところが、技術の向上により、ＰＥＴボトルや紙容器の原料だけでなく加工費も安価になった。

                　一方、リターナブルなガラスびんは、使用済びんの回収を人間の労働で行うため、コストを下げることが困難であり、結果として、リターナブルびんの回収再生費用に比較してワンウェイ容器の製造費用が安くなり、リターナブルびんの魅力がなくなってしまったこと、さらには事業者からすると、廃棄処分費用負担が極めて少ない「容リ法」に則っていることで、良いことずくめの状況が生まれ、ワンウェイ化がエスカレートする一方であったためと思われる。このように、リターナブルシステムが不利になった結果、リターナブルびんの取扱量が減少し、回収業者の利益が減り、回収業者は廃業に追い込まれ、益々リターナブルシステムは影が薄いものとなったのである。

                　これらの衰退現象は、事業者や生産者の責任だけではなく、消費者にもその責任の一端がある。　消費者がこのリターナブルシステムに理解を示し、購買行動に移っていくことができれば問題はない。社会の流れとしてリターナブルが良いとして広まれば、これを企業のＰＲ手段として「当社は環境を配慮してリターナブルびんを使用しています」と宣伝し、製品の販売を拡大することができる。しかし、現実にはドイツのような環境倫理感の発達した国とは異なり、日本では目覚めた一部の顧客しか確保できないのが現状ではなかろうか。

                　ドイツも初めからこのシステムで上手く行っていたわけではなく、政府の明確な方針があったからでもある。わが国においても、政府の明確な方針、そして学校教育、地域での取り組みなど地道な努力が必要であると言えよう。

                　現状をみると、マイボトルやマイタンブラーを外出時に持参すれば済む飲料水であるはずのものを、毎日のように購入してワンウェイ（１回切り）で捨てられている。その結果として、そのリサイクル費用のために莫大な税金をつぎ込んできたことの是非は問われなければならない。どんな方法がトータルで考えて環境に最も負荷がなく、合理的な解決方法であるのかを再考し、舵取りを大きく変える必要に迫られていると言える。

                　

            
            
                （２）リターナブルびん復活への息吹

                　このような多難な現況下でも企業としての積極的な取り組みを行っている企業や団体があり、今後の取り組み施策として注目される。

                　例えば、Ｔ酒造株式会社ではそのエコプロダクツ施策として４R推進を次のように進めている。

                ・リフューズ（焼酎のハカリ売り）

                　「焼酎のハカリ売り」は、新たな容器を使用せずに中身だけを販売するもので、お客様から「容器のごみが出ない」と好評である

                ・リデュース（超軽量びん）

                　容器の軽量化は、製造時の資源消費や商品輸送に伴う燃料使用量の削減等の環境負荷削減効果が期待される。

                ・リユース（再使用）

                　主力商品の７２０ｍｌ入りをリターナブルびんとしてリユースして資源節約とごみ発生を抑える。

                ・リサイクル（エコペット・はずせるキャップ）

                　みりんや料理用清酒などのキャップを消費者がリサイクルのときの分別に簡単にはずせるように工夫してある。

                　また、宮城県酒造組合では前項目でも述べた通り、Ｒ３００ｍｌびん用回収箱で県内出荷４０万本のうち22～２３万本をリユースするシステムを成功させており、2009年には環境省から「容器包装３Ｒ推進環境大臣賞」で最優秀賞に選ばれている。

                　さらに、Ｋグループも、１９８０年代から缶やＰＥＴボトルの消費者ニーズの高まりと共に急速に販売量を落としたリターナブルびんについて、３Ｒ推進に向けた消費者、地域を巻き込んだ先行的なリユースへの取り組みとして販売インフラの再構築を行なっている。期待したい動きである。

                　これらのリターナブルびん復活の施策は、地道な活動であるが、わが国の企業の取り組み内容として大いに注目に値する。

                　

            
            
                （３）リターナブルびんの復活策

                　消費者がこのリターナブルシステムに理解を示し、購買行動に移ってくれれば簡単な話であるが割れる心配がなく軽くて便利なＰＥＴボトルに慣れてしまった消費者に、どのようにしてリターナブルの良さを解ってもらえるのかが課題である。そこには、例えば、学校教育、地域での取り組みなど、長い地道な努力が必要であり、リターナブルシステムの復活は、簡単ではなさそうでもある。

                　しかし、先ずは各自がマイボトル持参でリユースすることから始めてみるのも一つの方法である。既に個配型生協活動や地域活動でのリユースの取り組み成功例も数多くある。　どんな方法が環境への負荷が少なく、税金を無駄にせず、循環型社会を形成できる活動となるのかを考えた其々の立場での取り組みに期待したい。
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        第７章　「容リ法」の課題と提言

        
            １．『拡大生産者責任』の明確化

            　わが国においては、明治以来伝統的に事業者に対するコスト負担の考え方が希薄になっている。欧米諸国に比較し、産業振興が遅れたこともその一因と言われているが、産業の発展段階を超えた現在は、抜本的な見直しを図る時期にきているのではないだろうか。

            　本来、『拡大生産者責任』の考え方は、生産はもちろん、当該商品が廃棄されて処分されるまで生産者が責任をもつことを意味している。

            　一方わが国においては、事業者が生産コストに載せると当然販売価格が上昇することになるが、消費者がこれら商品の選択を敬遠する傾向が強いため、なかなか体系的なシステムとしての導入が進捗しない大きな要因ではないだろうか。これらのジレンマから脱却し、事業者はリサイクル費用を生産コストに上乗せした形で販売価格を設定し、消費者はそれを受け入れる必要がある。そのためにはドイツや韓国がそうであるように明確な方針での行政指導が重要であると考える。経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）においても義務化されている本来の考え方の普及を目指し、「容リ法」改正においては法体系として本来の『拡大生産者責任』を導入すべきと考える。

            　

            　

            　

        
        
            ２．リターナブルびんとデポジット制度の推進

            　リターナブルびんを衰退させた大きな原因は、ワンウェイ容器の製造費や購入費の低下であろう。高度成長期以前は、日本ではビールびんはもとより酒、醤油など多くのびんがリターナブルびんであった。ところがＰＥＴボトルの普及などで、リターナブルびんの使用済びんとしての回収コストが嵩み、だんだんリターナブルびんの魅力が衰退していった。その結果回収業者の利益が減少し、多くの回収業者は廃業を余儀なくされ、リターナブルびんシステムは崩壊していくこととなる。

            　わが国のビール業界におけるアルミ缶や日本酒業界における紙パックの台頭する現状は、このリターナブルびんシステムがコスト面だけでなく、当該容器が割れない、冷え易い、軽いといった利便性から消費者に容易に受け入れられない障壁がある。

            　諸外国、特にドイツでは、容器がキズだらけでも使用される一方、前もって価格に容器代を加算上乗せして販売を行うデポジット制度が理解、促進されている。わが国でもこのようにデポジット制度を加味した、リターナブルびんシステムをより普及、促進することも考慮すべきである。

            　

        
        
            ３．マイバッグに続くマイボトル運動を！

            　スーパーマーケットなどでの商品購入の際、レジ袋の有料化となってから多くの消費者がマイバッグを持参するようになってから久しい。日本チェーンストア協会によればレジ袋辞退率は今年２月の時点で３７．２％に達しており、マイバッグ持参が浸透し、ここ数年は年５～６％ペースで伸びている。更に、レジ袋を減らす取り組みはチェーンストア全体に広がっている。消費者がこのような習慣になったことは大変歓迎すべきことである。いつの時代から日本人は、手ぶらで買い物に行く習慣になってしまったのだろうか。未だにコンビ二では、レジ袋が大勢を占めており、コンビニにおいてもマイバッグ持参を浸透させることも今後の課題である。

            　一方、ＰＥＴボトル部門の改革は遅れており、買い物する時点からごみをできるだけ排出しないという観点からマイバック同様マイボトルの普及運動をこの際提唱したい。これらの考え方は、マイバッグ、マイ箸同様、「マイシリーズ」としての習慣化を図ってみてはどうだろうか。

            　参考までに、Ｓコーヒーでは１９９６年の１号店オープン以来、顧客への「マイカップ・マイタンブラー持参運動」を展開し、環境保全に対する企業ぐるみの社会貢献を積極的に行なっている。

            　

        
        
            ４．企業は更なる資源節約と資源再生の技術革新を目指せ

            　２年ほど前はＰＥＴボトル業界や飲料業界は資源節約やコスト削減を目指してボトルの軽量化に凌ぎを削っていたが、ボトルの耐久性や強度、耐熱性などの両立性が難しいこと、そして何より消費者の使い勝手の面でも限界に近づいているという。この点からも、使用済ボトルのＰＥＴボトルへの再生利用技術や原料を食用ではない植物由来素材にした生産技術の確立が期待される。

            　このような中、大手流通業と大手飲料メーカーが連携して、ＰＥＴボトルの大規模な再利用（ＢｔｏＢ）に向けた取り組みが始った。大手流通業傘下のスーパー店頭に、ボトルを細かくフレーク状に砕いて異物を除く機能があり、輸送や再加工コストを大幅に削減出来る自動回収機を設置し、使用済のボトルを持参した来店客にポイントが提供される仕組みとなっている。ＰＥＴボトルを処分したいという消費者の声とこれまで卵パックや衣料品などへのリサイクルレベルに留まっていた国内での再資源化に道筋をつけた一つの事例である。

            　環境省は、今年３月、『循環資源の国内活用を推進するための国民運動「活かそう資源プロジェクト」』のキックオフに関する報道発表を行なった。国産循環資源の活用に向けた「私たちにできる４つのアクション」を提示し、広く企業や消費者に向けた意識の醸成と社会的環境づくりを展開するとしており、資源を活かす取り組みの「見える化」を目指すとしているが、明確には見えてこないのが気になるところである。

            　

        
        
            ５．簡易包装の更なる推進を

            　先に述べたようにスーパーマーケットなどでのパック済販売増加によるプラスチックごみ増加が著しい。しかし、ここにきて家庭ごみを減らそうとする消費者の意識を反映したものなのか、食品トレイ無しの簡易包装にした精肉の販売量が伸びているという。

            　「トレイが嵩張る」「脂身の多少をポリ袋なら全体をみることで確認できる」といった消費者の評判が良く、これに応える形で包装機メーカーの対応も活発化しているようだ。エコカー購入時の補助金と同様に、政府もこのような施策をとったスーパーマーケットなどへの補助金導入を考えてみてはどうだろうか。外国に旅行してみて痛切に感じることではあるが、そろそろ、この日本人の過剰包装の習慣を打破し、「ラッピングには費用がかかる」といった意識の芽生えがあっても良い時代になったのではないだろうか。

            　また、メーカーで積極的な環境対策を進めているのが化粧品メーカーのS社である。S社は２年ほど前に新たな環境行動指針を定め、化粧品などの商品化の企画時に原料選びから使用、廃棄までの各段階で基準を設けてエコ度を点数化、環境への負荷が高くなると判断した場合は、いったん商品化を見送り、設計を変更するという。更に、２０２０年度までに全商品に詰め替え用を用意して、使い捨てを事実上全廃する方針を示した。

            　このような取り組みも一企業の判断に任せるのではなく、法的な強制力や企業毎の数値目標（例えば、詰め替え化率）の発表と達成率の公表を課すなどの処置も必要ではないかと考える。
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        おわりに

        　わが国は、３Ｒ原則に基づきこの１０年間で循環型社会を推進し、容器包装のリサイクルを推進してきた。これは、資源を循環利用するとともに、埋め立て処分場を可能な限り、延命化することが目的であった。この施策の実現のため、「容リ法」では、自治体・企業・住民（消費者）に対し、３Ｒを徹底し、例えばＰＥＴボトルの回収率が７０％を超え、さらにはプラスチック容器包装の材料リサイクルにより、資源やエネルギー投入の節約、埋め立て処分場を延命化できたことは「容リ法」の大きな貢献といえよう。

        　しかし、多額の税金を投入している自治体の現状はこのままでよいのか。また、リサイクルすれば本当に問題が解決するのか。さらには、プラスチック容器包装や紙容器包装の分別を徹底すると焼却炉の燃焼効率を低下させるため、中には灯油など燃料の追加投入を行う自治体もある。このような自治体の個別の状況から、分別収集や品目のルールが各自治体でバラバラになっている実態が発生している。消費者の立場から見れば、「容リ法」が存在する以上、ごみ回収ルールは全国どこでも同一、均一なルールであってほしい。また、廃棄物の観点に着目すれば、事業系ごみ、家庭からのごみの別なく同一ルールで回収されるべきであろう。

        　このように今回、私達は「容リ法」が抱える多くの矛盾点や整理をしなければならない実態を数多く知ることとなった。これらの解決に向けては、なかなか難しい点が多々混在している。特に、東日本大震災により瓦礫処分が難題で処分場の狭隘化が顕在化しており、今後の「容リ法」体系上の課題解決のブレーキとなりかねない。

        　一方では東京電力福島第１原子力発電所事故後、全国の電力をはじめとするエネルギー事情が切迫しており、すべての自治体・企業・消費者にとって、さらなる省エネ政策の必要性も生じてきている。今後、ごみ政策は「容リ法」も含め、どのような処理方法が環境や省エネ問題の解決になり得るのかが課題となるものと思われる。

        　プラスチックごみの処理方法として、一般ごみと一緒にごみ発電に利用することで、リサイクルよりも省エネでCO２の排出削減にもなっているという「プラスチックごみ処理方法を考える研究会」（２０１１年８月９日版）の中間報告も出されている。

        　京都市のようにリユースびんの回収拠点を増やしながら、リサイクルせずに繰り返し使うことで、ごみを出さず、税金を使わない昔ながらの方法を推進しているところがある一方で、幾つかの飲料メーカーではＰＥＴボトルからＰＥＴボトルへ再生する新たな仕組みにより、石油由来のＰＥＴ原料を約３７％、CO２排出量を約２７％削減することを可能とする取り組みも始まっている。そのことで、少しでも前向きに『拡大生産者責任』を果たそうとする新たな一つの方法でもある。

        　様々な分野の専門的研究を踏まえ、科学的な比較検証での問題解決が待たれるところである。

        　私達は、今後も継続的にこれらの展開を注視していくとともに、提言課題については多くの関係者の今後の検討課題の一石となれば幸甚である。

        執筆・編集

        ＮＡＣＳ東北支部「環境報告書を読む会」

        岩谷芳江（順不同）

        櫛引進一

        木村洋

        菊地徹

        　

        無断転載はお断りします。

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        　

        
            はじめに

            第１章　容器包装リサイクル法　

            １．「容リ法」の沿革と取り巻く環境

            ２．「容リ法」の特色

            （１）新しい概念としての『拡大生産者責任』の導入

            （２）「容リ法」の各主体の枠組み

            ３．「容リ法」の現状と問題点　

            （１）「容器・包装」の定義と市民感覚の乖離

            （２）不十分な発生抑制・排出抑制

            （３）資源化貧乏問題

            （４）大量リサイクル社会からの脱却

            （５）東日本大震災と最終処分場制約への対応

            （６）『拡大生産者責任』の曖昧性

            第２章　自治体の取り組み　

            １．仙台市の対応

            （１）ごみ減量とリサイクル推進

            （２）ごみと資源物の内訳（１０年前との比較）

            （３）ごみ処理費用と手数料費用

            （４）焼却施設の延命現象

            （５）処理費用とその財源

            （６）拠出金について

            （７）リサイクル工場を見学して

            （８）仙台市の今後の課題

            ２．リサイクルすることが本当にうまく機能しているのか？

            （１）リサイクルすれば問題は解決するのか

            （２）ごみは減少したのか

            第３章　消費者の取り組み

            １．増え続けるプラスチックごみ　

            （１）「リサイクルさえすればそれで十分」とする消費者

            （２）プラスチックごみは何故増えるのか？

            ２．リユースの取り組み例

            （１）京都市ごみ減量推進会議「ゴミゲン」の取り組み

            （２）パルシステムのリユースびん運動

            （３）リユース食器ネットワーク

            （４）宮城県酒造組合の宮城方式での回収システム

            （５）マイタンブラー持参推進キャンペーン（ベガルタ仙台）

            ３．市民の問題意識向上のために

            （１）ごみ減量化と４Ｒ

            （２）必要最小限の容器包装をめざして

            （３）消費者と事業者、自治体との連携

            （４）消費者教育の必要性

            第４章　事業系ごみの行方

            １．事業所から出る容器包装廃棄物の位置づけ

            ２．事業系ごみの処理方法と手数料

            ３．仙台市の事業系ごみ排出の実態

            ４．「容リ法」上の事業者の役割とすみ分け

            ５．再商品化事業と容リ協

            ６．行政の分別収集コスト、事業者の再商品化コスト

            ７．再商品コスト税負担から事業者負担（製品価格転嫁）

            ８．今後の方向性

            第５章　諸外国の実情

            １．ＥＵにおける環境施策の歴史

            ２．環境先進国ドイツの実情

            ３．ドイツを参考にした韓国の施策

            ４．大量消費国アメリカの施策

            第６章　事業者に対する拡大生産者責任とデポジット制

            １．法体系に導入すべき拡大生産者責任

            ２．日本のデポジット制導入の歴史　

            ３．事業者のもう一つの役割「排出抑制」

            （１）リターナブルびんの衰退

            （２）リターナブルびん復活への息吹

            （３）リターナブルびんの復活策

            第７章　「容リ法」の課題と提言

            １．『拡大生産者責任』の明確化

            ２．リターナブルびんとデポジット制度の推進

            ３．マイバッグに続くマイボトル運動を！

            ４．企業は更なる資源節約と資源再生の技術革新を目指せ

            ５．簡易包装の更なる推進を

            出典

            おわりに

        
        　

    

    
        
            容器包装リサイクル法を考える78

        

        
            76容器包装リサイクル法を考える

        

        この報告書を電子化するにあたり、ペーパー版と異なる表記・表示をした箇所があります。

        また、リフロー型の電子書籍となっておりますが、ご覧になる電子書籍リーダーの端末や、ソフトウェア、アプリによって、画面表示が異なる場合があります。

        　

        本電子書籍は、次のペーパー版をもとに編集・作成しました。なお、団体名称、連絡先、本文中のデータ、参考資料等は、報告書作成時のものであり、本電子書籍版において、最新の情報に改めることはしませんでした。

        URLのリンク等、現在、ページが表示されない可能性もありますのでご了承願います。

        　

        容器包装リサイクル法を考える～消費者の視点から～

        2012年6月30日発行

        発行　公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会東北支部

        〒980-0811　仙台市青葉区一番町4-1-3

        仙台市市民活動サポートセンター　メールボックス32番

        Eメールアドレス　touhoku-soumu@nacs.or.jp

        URL　http://www.nacs.or.jp/touhoku/index.html

        

    

    
        容器包装リサイクル法を考える78

    

    
        76容器包装リサイクル法を考える

    

    

        “どうしてプラスチック製の商品（製品）は集めないの？”

        「容器リサイクル法」においては、商品を入れたもの（＝「容器」）や包んだもの（＝「包装」）をリサイクルの対象としています。プラスチック製であっても、おもちゃやバケツ・ストローなどの「商品」（製品）は法律の対象外であり、容器包装と合わせたリサイクルができないため仙台市では「家庭ごみ」として収集します。
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